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５ 人事評価モデルのフロー図

・ 人事異動時期を４月１日との前提を置き、人事評価システムの流れの概
要について、例示するものである。

・ 評価日程の設定にあたっては、評価結果の活用時期や各部・課及び人事
担当課での作業期間を考慮する必要がある。

「 」 、 、・ 能力評価と業績評価を１年度に１回行う 事例１ と 能力評価を１回
業績評価を２回行う「事例２」に分けて例示している。

○ 事例１及び事例２の概要、課題等

区 分 事例１ 事例２

評価回数 ・１年度で能力評価と業績評 ・１年度で能力評価を１回、
価を同時に１回行う 業績評価を２回行う

・ ・業績評価(２回)１月１日
５月１日概 ・４月１日～次年３月31日

ただし、１月初から３月末 前年11月1日～当年4月30日
11月１日基 準 日 までの達成度に係る著しい変

要 及び評価 動については、評価結果の確 ５月１日～ 10月31日
対象期間 定後であっても調整者におい

て評定結果の修正可能 ・能力評価(１回)
１月１日
４月１日～次年３月31日

評価に係 ・評価を１回で行うため、あ ・評価を２回以上行う必要が
る作業量 る程度抑えることができる あり、ある程度の作業量が想

定される

評価結果 ・能力評価と業績評価の結果 ・能力評価と業績評価の結果
の 活 用 を同時期に総合して活用する を同時期に総合して活用する

課 ことができる ことが難しい

・基準日１月１日は例示であ ・業績評価の基準日を５月１
題 るが、基準日を年度末に設定 日及び11月１日とし、それぞ

し、その評価結果の確定・活 れ６月期、12月の勤勉手当に
用は次年度において行う例、 反映することとしているが、

等 基 準 日 能力評価と業績評価の基準日 支給に間に合わせるためは５
の 設 定 をそれぞれ個別に設定する例 月又は11月の中旬までには評

も想定される 価作業を終える必要がある

・職員数が多い場合、来年度 ・評価対象期間と年度が一致
の人事異動に活用するために せず、評価者や被評価者の人
基準日を11月１日や12月１日 事異動があることから、評価
とし、作業期間を確保する必 における人事異動に伴う取扱
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区 分 事例１ 事例２

要があるが、特に業績評価に いに留意する必要がある。
ついて本来12ケ月で達成度を
みるべきであるにも関わら
ず、より少ない期間で達成度
を評価せざるを得なくなるこ
とに留意する必要がある

基 準 日
の 設 定 ・その場合には、基準日から
（続き） 年度末に至る間における達成

度に係る著しい変動につい
て、評価結果の確定後であっ
ても調整者等において評定結
果を修正することができるよ
うな仕組みを設ける必要があ
る

課 目標管理 ・ある程度一致させることが ・一致しないため、目標設定
の 対 象 できる 時に６ケ月毎の達成水準を定
期 間 と めておく必要がある
評価期間

題 ・次年度の６月期・12月期と ・直近の業績の結果を勤勉手
なるため、業績を上げた年度 当の成績率に反映することが
ではなく次年度で処遇される できる
結果となる

勤勉手当
等 の 成 績 ・特例を設けないと新規採用

率 へ の 者については反映材料がなく
反映時期 なる

・退職者については退職の直
前の業績に対する処遇ができ
なくなる

・一般職の職員の給与に関す
る法律第19条の７で「基準日

勤勉手当 以前六箇月以内の期間におけ
の 支 給 るその者の勤務成績に応じ
に 係 る て」と規定されていることか
給与条例 ら、給与条例において類似の
の 規 定 規定をしている場合には「基

準日の前年度におけるその者
の勤務成績に応じて」等の規
定に改正する必要がある
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○ 事例１

能 力 評 価 業 績 評 価 摘 要時期

前 評 価 者 訓 練 ～３月

年

度 組織目標の設定 ３月

末

組織の行動規準を踏まえ 個人目標申告 ４月
年 職位の性格によって求め

られる能力を具体的な行 面談 ※１次評価者
動例として例示したもの と被評価者間

度 を評価基準として活用
個人目標設定

当 １次評価者

２次評価者
初

調 整 者

職 務 の 遂 行

年

自己評価（期中） 10月
度

面談 ※１次評価者
と被評価者間

途
助言・指導

中

職 務 の 遂 行
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能 力 評 価 業 績 評 価 摘 要時期

基 準 日
１月１日

注
行動例との比較に 目標の達成に係る １月
よ る 自 己 評 価 自己評価（最終）

面談 ※１次評価者 面談 ※１次評価者
年 と被評価者間 と被評価者間

１ 次 評 価 １ 次 評 価

２ 次 評 価 ２ 次 評 価

調 整 調 整 ２月

度

評価結果の確定 評価結果の確定

末 評 価 結 果 の 開 示 ３月

面談・ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ ※１次評価者と被評価者間

苦 情 相 談

活 用

任用管理 人材育成 給与上の処遇

※給与上の処遇の一部は次年度に活用(勤勉手当は次年度の６月・12月分に反映)

注 １月初から３月末までの達成度に係る著しい変動については、評価結果の確
定後であっても調整者において評定結果を修正することができる。
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○ 事例２

能 力 評 価 業 績 評 価時期

評 価 者 訓 練

前
組織の行動
規準を踏ま

年 え職位の性
格によって ３
求められる 月

度 能力を具体
的な行動例
として例示

末 したものを
評価基準と 組織目標の
して活用 設 定

職務の遂行 個人目標
申 告

年
面談
※１次評
価者と被

度 評価者間
４

個人目標 月
設 定

当
１次評価者

２次評価者
初

調 整 者

年
基準日

度 ５月１日
対象期間 ５

途 前年11月 月
1日～当年

中 ４月30日
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能 力 評 価 業 績 評 価時期

目標の達成 職務の遂行
に係る自己

）評価(最終

面談
※１次評

年 価者と被
評価者間

５
１次評価 月

２次評価

調 整

度
評価結果
の 確 定

評価結果 ６月期の
の 開 示 勤勉手当

途 に反映
面談
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ ６・
※１次評 月
価者と被
評価者間

苦情相談

中

７
月

８
月

９
月
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能 力 評 価 業 績 評 価時期

10
月

基準日
11月１日
対象期間
5月1日～

年 10月31日

目標の達成 職 務 の
に係る自己 遂 行
評価(最終)

面談
※１次評 11

度 価者と被 月
評価者間

１次評価

２次評価

調 整

途
評価結果
の 確 定

評価結果 12月期の
の 開 示 勤勉手当

中 に反映
面談
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 12・
※１次評 月
価者と被
評価者間

苦情相談
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能 力 評 価 業 績 評 価時期

基準日
１月１日

対象期間
4月１日
～ 次 年
３月31日

１
行動例との 月

年 比較による
自 己 評 価

面談
※１次評
価者と被
評価者間

１次評価

度 ２次評価

調 整

２
月

評価結果
の 確 定

末
評価結果
の 開 示

面談
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ ３・
※１次評 月
価者と被
評価者間

苦情相談


